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［北海道農業経済研究 第10巻第2号 2002.3] 

［論文］

農業経営継承システムの再編方向

ー非農家型システム構築の課題一

I . はじめに

ここ数年の農政改革論議に登場したキーワード

の1つとして「経営継承」をあげることができる。

1998年 12月の「農政改革大綱」では、「幅広い

担い手の確保」のなかに「経営継承の円滑化」の

項目がおかれた。「新たな乳業・酪農対策大綱」

(1999年3月）では「経営体・担い手対策」の柱

の1つとして「経営継承の円滑化一日本型畜産経

営継承システムの構築ー」が位置づけられ、 2000

年度から新しい事業がスタートした。食料・農業・

農村基本法においても、第 22条に「国は、・・・

（中略）・・・経営管理の合理化その他の経営の発展

及びその円滑な継承に資する条件を整備し、・・・」

という文言が盛り込まれた。

このように経営継承という用語が使われるよう

になったのは比較的最近である。それまではもっ

ぱら農業後継者の頭数に関心が向けられ、その

「不足」が憂慮されてきた。だが状況が深刻さを

増すにつれて単なる憂慮では済まなくなり、地域

農業を維持するために、若く意欲的な農業者の確

保、離農予定者が抱える農地等の資産保全といっ

た課題に対する実効的な対応が求められるように

なった。そこで、経営継承の視点を持ち込むこと

＊酪農学園大学

柳村俊介＊

によって有効なアプローチを探ろうとしているの

である。

経営継承とは引退する農業者から後継者注 I)へ

の事梁の移譲プロセスである。経営継承の視点を

導入することの意味は、このプロセスを詳細に点

検し、経営継承を円滑にすすめるためにどのよう

な改善をはかればよいのかを検討する点にある。

ここで注意したいのは、経営継承への関心が高まっ

ている背景は、単に農業の担い手の量的な「不足」

だけではないということである。次の2点をあげ

ておきたい。

第1に、農業経営の規模拡大の進展が経営継承

への対応を要請している。規模拡大は経営資産を

増大させ、それに伴って経営資産の保全と承継に

対する対応が必要になってきた。また、農業を取

り巻く市場環境の変化も影響して、経営者能力の

向上が重要な課題になっている。経営規模拡大は

経営のリスクを増大させるが、経営主の世代交代

時にはそれが顕著になる。経営者機能の水準を維

持するためには、後継者の経営者能力を向上させ、

世代交代をいかに円滑に進めるかが問われるよう

になってきた注2)。

第2に、家族経営のほかに、夫婦一世代経営や

協業経営法人等、農業において採用しうる企業形

態の幅が広がっていることである。農作業の委託
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や屑用労働力の導入といった方法も加味すると、

家業をあとつぎが継承するだけではなく、経営継

承の方法には複数の選択肢があるという認識が広

がってきた。そして、こうした傾向に拍車をかけ

るように、パートナーシップ、ガエク、シェアミ

ルキングといった外国の諸制度・ 対応への関心が

高まっている。

以下では多様な担い手の参入が可能になる経営

継承のあり方に焦点を当てながら次の点について

検討を行う。まず、「経営継承システム」をキー

ワードとして農業の経営継承問題を整理する。そ

のうえで、経営継承システムの再編方向を検討す

る。結論的に、農家型システムから非農家型シス

テムヘの転換ではなく、農家型に非農家型を加え、

両システムが併存するようなシステムの拡充を展

望すべきことを述べる。欠ンに、非農家型経営継承

システムの構築が容易ではないことを農業法人の

実態分析をつうじて明らかにした上で、この課題

に関わる地域農業の戦略について考察を加える。

注 1)以下では、事業継承者という意味で「後継者」、

家業・家産を含むイエの継承者という意味で

「あとつぎ」という表現を用いる。

注2)大規模経営における経営継承のリスクについて

は柳村[6 Jを参照。

1I . 農業経営継承システム再編の基本方

向

円滑に進行しない状態、すなわち経営継承プロセ

スの不調を意味する。

経営継承の内容は一義的には事業の継承である。

しかし家族経営をはじめとする小経営においては

I主体 I

経営王 後継者｛蚤;:征

II 質：経営者能力

［経営継承プロセス］

ヒ事業継承プロセス

抒産継承プロセス

l _'ft営継承 Jーナム（制度的枠組~I] ! 

三□ニ： 家族形態（直系、夫婦） ： 
＇ i 税制、年金制度、相続慣行等 ： 

｀ 
----------------------------------------------

↓↑ 

図 l 農業経営継承問題のフレームワーク

1 . 農業経営継承のブロセスとシステム

最初に、キーワードとして用いる「経営継承シ

ステム」の概念注 I)について説明しておく （図 1

参照）。

いま家族経営を念頭におくと、農業経営の継承

とは、経営の権限移譲を軸とする経営主一後継者

の関係変化のプロセスである、ととらえられる。

経営継承に関する問題の発生は、このプロセスが

所有と経営が分離されておらず、資産継承の側面

を無視することはできない。経営継承は事業継承

と資産継承の2側面をもち、前述の経営継承プロ

セスも事業継承プロセスと資産継承プロセスの2

つに分けることができる。

さて、現実の経営継承プロセスの現象形態は様々

である。経営継承は経営主体の領域に属する問題

であり、経営客体である経営組織や経営規模によっ

て差異が生じると考えなければならない。具体的

には、稲作経営と酪農経営、大規模経営と小規模

経営では、経営継承プロセスやそこで生じる問題

の現れ方は異なるであろう。たとえば、経営組織

や規模の違いによって後継者の確保状況や経営主

の交代時期に差違が存在することは、簡単な統計

観察からも確認することができる。

だが、経営継承プロセスに対しより規定的な影

響を及ぽすのは企業形態や家族形態といった制度

的要因である。家族経営と協業経営法人あるいは

単独相続と均分相続の違いは、経営継承の進行の
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遅速といった次元ではなく、経営継承プロセス自

体を別個のものとするからである。

そこで、経営継承の制度的枠組みというべきも

のを想定し、これを「経営継承システム」とよぼ

う。家族形態や企業形態、さらに税制や年金制度

等によって経営継承システムが形作られ、さらに

そのシステムに規定されて経営継承プロセスが進

行するという構図を描くことができる。

この経営継承システムという概念を用いると、

我が国における現下の農業経営の継承問題、ひい

ては農業の担い手問題を整理しやすくなる。すな

わち、農業が抱える問題状況に対して、既存の経

営継承システムのもとで経営継承プロセスを補強

するだけでは十分な対応ができない。経営継承シ

ステムを再編し、経営継承プロセスのあり方を大

きく変える必要がある。おそらく、このことにつ

いて大方の現状認識は一致するであろう。議論の

焦点は、経営継承システムの再編方向をどう考え

るかにある。それにはまず既存の経営継承システ

ムの評価が問われる。

2. 農家型経営継承システムの評価

1)経営サイドからみた農家型システム

現在の我が国における農業経営継承システムは

明白に「農家型」とよぶことができる。多世代同

居の直系家族、あとつぎによる単独相続慣行に加

え、農地行政・所得税制における世帯主義的運用、

農業者年金における経営移譲年金制度、農地等の

生前一括贈与による贈与税納税猶予、農地等の相

続税納税猶予等が農家型経営継承システムを支え

ている。

こうした農家型システムを古い伝統的制度・慣

習の残存とみなすのではなく、それが現代的な側

面を有していることに注意する必要がある。その

1つは前述の大規模経営におけるリスク対応であ

る。一般に規模拡大にともなって経営のリスクが

高まるが、とりわけ世代交代期においては経営者

機能の断絶が生じやすいため経営リスクは著しく

高まる。農家型システムは、親子間の年齢差によ

り、未熟な経営者たる後継者に経営権が移譲され

る点で弱点をもつが、これに対し、①就農前に教

育・研修の機会を与える、②就農時期を早くする、

③親子2世代が一緒に従事する期間を確保するな

ど、総じて、経営継承プロセスの進行を早めてキャ

リア不足を極力埋める対応をとることができる

（早期経営継承） it2 l 0 

さらに、農家型システムにおけるあとつぎへの

継承には次のようなメリットがある。何といって

も後継者を幼少から決定し、「早期職業教育」を

施すことができる。これによって、①農業や農村

生活に親しみ、愛着をもつ、②就農前の農業教育

等の機会が多い、③周囲とのコミュニケーション

能力をもつ、④世代をまたぐ長期的な投資計画が

可能になる、といった効果が期待される。これら

の教育的効果は決して無視できない。幼少からの

経験で身についた農作業の手際のよさや農村での

人間関係の保ち方は、簡単に体得できるものでは

ないからである。非農家出身の新規参入者にとっ

ては、これらがつまづきの石となることがあるこ

とを考慮しなければならない。

多額の固定資本投資をともなう経営規模拡大は

世代を越えた経営の継承性を要請する。パートナー

シップやガエク等も、かかる経営の継承性を世代

間で確保しようとするシステムである。我が国の

農家のような直系家族ではなく、夫婦家族形態で

あったり均分相続が行われる国では、規模拡大を

すすめる農業経営の継承性確保という命題は、そ

のような家族のあり方と矛盾する。そこで経営の

世代継承性を確保するためのシステムが家族の外

に必要になるのである。我が国の農家におけるあ

とつぎ継承も経営継承システムの 1つにほかなら

ないが、それは直系家族形態をとる農家の内部に

組み込まれている。その意味で、あとつぎによる
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早期経営継承は、伝統的な家業継承慣行と世代継

承性を要請する経営的論理が融合したものとみな

すことができる。

2) あとつぎサイドからみた農家型システム

ところで、農家型経営継承システムについては、

以上のような経営サイドの視点ばかりでなく、当

の農家あとつぎサイドの視点から評価することも

必要である。農村から都市への若年人口の流出が

すすむなかで、「農家のあとつぎだから・・・」とい

う規範にゆだねて農業後継者を確保するのは時代

錯誤だとする批判がある。だが実際のあとつぎは、

規範にしばられてやむなく農村にとどまり農業に

従事しているのだろうか。都市から農村へのUター

ン・ Iターンが注目される現在、あとつぎがはた

して農業や農村に対してマイナスイメージを抱い

ているのか、彼らの意識を改めてとらえてみるべ

きである。

この点についてここで詳しく触れることはでき

ないが、筆者が酪農学園大学の農家出身学生を対

象として実施したアンケート調査の分析結果から

は次のようなあとつぎ像が浮かんだ注3) 0 

回答者の多く (183名中 134名）が将来就農を

予定していた。彼らの意識からあとつぎの規範に

もとづく就農という側面が消えたのではないが、

それだけで就農意向が左右されているわけではな

い。農家子弟やあとつぎであることに付随する要

素、すなわち就職活動や専門性の獲得等、新たな

職業に就くにあたっての参入ストレスが無いこと

や故郷の農村生活の安定感等を、現代の農家出身

学生はメリットと感じている。言いかえれば、自

らが農家あとつぎであることを肯定的に受け止め

ているのである。

われわれは農家子弟が脱農業・脱農村志向をも

つことを前提にして考えることが多い。「若者を

農村に引き留める」という表現などはその端的な

現れであろう。だが、都市一農村間の経済格差が

大量の農村流出につながるというメカニズムはす

でに大きく変化しているのではないか。都市生活

のストレスが増大する一方、農村整備の進展によっ

て農村の生活環境は大幅に改善された。このよう

な現在、農家子弟が脱農業・脱農村志向をもつと

いう常識的理解については再検討が必要がある。

3)農家型システムの限界

以上、農家型経営継承システムに対するどちら

かといえばプラスの評価を述べたが、もちろん現

状をすべて肯定する考えを抱いているわけではな

い。農家型システムに限界があるからこそ深刻な

経営継承問題が生じているのである。では、その

限界をどう考えるか。

まず、上述のあとつぎの早期経営継承のために

はいくつかの条件をクリアしなければならない。

後継者となるべき子供の存在、親子の年齢差が開

きすぎていないこと、就農の意思、経営者として

の資質等である。 1つ 1つはさほど困難な条件で

はなくても、これら全てを満たすことができる農

家の数はある程度絞られる。あとつぎ継承の弱み

は、先にあげた後継者のキャリア不足が生じやす

い点とともに、後継予定候補者が狭い範囲に限定

される点にある。その意味で、少子化傾向は後継

者確保にとって非常に大きなマイナス要因である。

後継者の人材確保において、長男がダメなら次男、

次男もダメなら三男という、かつて行われていた

対応がもはや不可能となったからである。

もう 1点、あとつぎ継承が後継者養成において

「早期職業教育」の効果があり、また、あとつぎ

達もかつてのような脱農業・脱農村志向をもたな

いことを述べたが、今日の農業を取り巻く経営環

境に相応しい経営者を育成することに結びつくか

どうか。上に述べたあとつぎの意識は、一言でい

えば「家業の農業につき、故郷の農村で暮らすこ

とは悪くない選択だ」というものである。非常に

健全ともいえるが、現状を否定し、変革を志向す
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る青年像を描くことは難しい。現在求められてい

る後継者の人物像が難局を打開して前進する不屈

の企業家であるとすれば、あとつぎ達はそのよう

に変身をとげることができるのであろうか。企業

家養成という課題に関しては、農家型システムに

多くを期待することはできないだろう。

3. 非農家型システムの構築による経営継承シス

テムの拡充

今後の経営継承のあり方を考えるとき、これま

での農家型経営継承システムを維持するだけでは、

発展的な見通しをもつことができない。しかし、

それを古いものとして否定すべき、という結論に

もならない。経営継承システムの選択問題につい

て、どのような解答を見出すべきか。

ここで農家型経営継承システムに対し、農家と

いう社会関係から切り離された経営継承システム

を非農家型経営継承システムとしよう。すると、

農家型システムかそれとも非農家型システムかと

いう問題が立てられるが、上述のように、いずれ

か一方のシステムを選択しても現実への対応力は

十分ではない。農家型システムに非農家型システ

ムを付加し、両システムを並立させることによっ

て、経営継承システムの多様化を実現することが

重要である。経営継承システムの再編方向を端的

に表現すると、「農家型システムの維持強化」で

も「非農家型システムヘの転換」でもなく、「非

農家型システムの構築・追加による経営継承シス

テムの拡充」ということになる。

次項では非農家型経営継承システムについて検

討するが、いささか議論を単純化しすぎたきらい

があるので、ここで経営継承システムの再編と経

営継承プロセスの関係について補足的に留意すべ

き点を列記しておきたい。

第1に、農業の担い手確保という政策的関心か

らすると、経営継承プロセスの多様化をいかに実

現するかが重要な課題となる。それには、経営継

承プロセスを多元的にする方向と経営継承プロセ

スを弾力化する方向がある。経営継承のプロセス

とシステムを対にしてとらえる本論文の観点に引

き寄せると、非農家型経営継承システムの構築は

前者の多元的な経営継承プロセスの実現につなが

る。後者については、たとえば北海道では就農者

の大半が新規学卒就農者によって占められており、

同じ農家型システムでも離職 (Uターン）就農が

少ない。この離職就農の条件を拡大するという方

向などがそれに当てはまる。経営継承プロセスの

多様化にむけた政策対応については、それが多元

化と弾力化のいずれの方向性につながるのかを整

理して考える必要がある。

第2に、経営継承に関する個別経営の対応を考

えると、まず後継者の教育・研修、親子間の経営

部門分担、労働条件等を定めた家族経営協定など

があげられる。これらは個別経営の経営管理の領

域に属する課題であり、先に用いた概念を使うと、

経営継承プロセスの管理と言い換えることができ

る。他方、経営継承を意識して、家族外のメンバー

と共同して農業法人を設立するという対応もあり

うる。通常の農家とは異なる経営継承プロセスを

実現するために、新たな企業形態＝経営継承シス

テムを選択するという経営行動であるが、これは

より長期的な観点からの経営戦略問題として位置

づけられる。このように経営継承問題は、個別経

営の経営管理・経営戦略上の課題として意識され、

経営継承プロセスの管理のみならず、経営継承シ

ステムの選択も可能になってきている。これが経

営継承への実践的関心を高めている背景といえる。

ただし、個別経営対応のオプションは拡大しつつ

あるとはいえ、欧米に比べるとかなり狭い範囲に

あるというのが実態であろう。

第3に、経営主や後継者あるいは農業法人の取

締役は自らの意思によって行動する主体的要素で

あり、しかも農業内外の経済条件や教育、社会規
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範等、多面的な環境条件の影響下におかれている。

彼らの異動を軸とする経営継承プロセスの進行は

所与の経営継承システムのもとで行われるのだが、

そうだとしても、プロセスの進行に雑多な要因が

介在することによって、システムがプロセスを制

御するレベルは高いものにはならない。つまり、

いかなるシステムであっても、経営継承に関わる

人間の意思をコントロールできるものではない。

しかも、経営主・経営者となるのは 1人からせい

ぜい数人であり、経営継承プロセスは個別的な事

情によって大きく左右される。この点に、経営継

承プロセスの不調、つまり経営継承問題が発生す

る根本的な原因を見出すことができる。経営継承

システムをこのようなものとして理解すると、個々

のあらゆるケースに適用できる万能型システムを

想定することは到底できない。この点、あるべき

経営継承システムを検討する際に注意をはらう必

要がある。

注 1) 農業経営の継承問題についての諸概念は柳村

[ 7 ]で整理した。

注2)柳村[6 Jを参照。

注3)柳村[5 Jを参照。

皿．非農家型経営継承システムの構築

1 . 非農家型経営継承の諸タイプ

さて、非農家型経営継承システムといっても、

それは突飛なものではない。 1つに、農業経営者

の人材供給が家族関係にもとづいて行われるので

はないという点で新規参入による農業経営の創設、

2つに、経営の企業形態が家族経営ではないとい

う点で協業経営タイプの農業法人が注目される。

ただし、非農家型継承システムの構築を展望する

には、それぞれ難しい問題を抱えている。北海道

農業にとって非農家型経営継承システムの構築は

不可欠だが、それは容易ならざる課題である。

以下では、農業法人における経営継承を検討す

るが、前者の新規参入による農業経営の創設につ

いても若干触れておきたい。

新規参入者は、意欲は高くても資金とキャリア

の不足という難点をもつ。彼らが大規模農業経営

を創設するのは非常にリスクが大きい。経営リス

ク軽減のために、自治体や農協による多大な財政

支援や研修機会の提供がなされているが、それで

も万全とはいえない。研修施設を含めた自治体等

の財政負担にも限度があるだろう。別の方向から

も経営リスク軽減を考える必要がある。

第1に、小資本型の経営があげられる。施設型

農業に加えて、土地利用型であれば農地・農場施

設の長期賃借経営や経営受託を明確に位置づける

必要がある印）。第2に、長期賃借経営や経営受

託は、小資本というだけではなく、経営リスクの

分散（負担軽減）という側面をもつ。これをさら

に推し進めるとシェア・ミルキングのような分益

農制が考えられる。第3に、新規参入者を従業員

として受け入れ、しばらく後に共同経営者とし、

さらに経営権・所有権を徐々に移譲していくとい

うように、相互のステータスを漸次的に変化（雇

用→パートナーシップ→分益農→借地農→自作農）

させていくには、農業法人の枠組みを有効に活用

することが考えられる注2) 0 

ところで、新規参入は農業経営の創設であり、

既存の農業経営の継承ではない注3)。購入・借入

によって農業経営の資産を引き継ぐが、事業は継

承されないとみることができる。したがって、新

規参入を非農家型経営継承システムのなかに含め

るのは適当ではないと考えることもできる。だが、

円滑な新規参入と経営の安定化を目的とする上述

の諸対応は、漸次的な経営継承として認識すべき

内容である。単なる農場創設ではなく、経営継承

の内実をもたせることが課題になるのであり、こ

こに新規参入問題を非農家型経営継承システムの構

築というテーマの中に位置づけるべき理由がある注4)0 
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2. 「農家集団」型農業法人における準農家型シ

ステム

1)農家集団としての法人と準農家型継承シス

テム

農業後継者の確保に関し、法人経営は家族経営

に対して優位性をもつといわれている。たしかに

農業法人は多様な人材を受け入れる懐の深さをも

つ。たとえば、法人の外部の人材が従業員として

採用され、やがて出資によって法人の構成員にな

り、さらに役員として経営陣に加わるというシナ

リオは、十分に現実性をもつ。非農家型経営継承

システムを考えるにあたって、農業法人の設立や

既存農業法人の活用は考慮すべき不可欠の要素で

あろう。そこで次に、家族経営を超える規模の農

業法人（協業経営法人）の経営継承について検討

したい注5)。

さて、協業経営法人はもちろん家族経営ではな

いが、企業経営とも言い難い場合が多い。構成員

が農家意識をもちつづけていたり、「戸主」の協

議によって法人が運営されるケースがむしろ一般

的であるとさえいえる。このような法人では、出

資や利益の分配についても平等主義・公平原則に

則っておこなわれる。農業法人という外衣をまとっ

ていても、その実体は機械利用組合等と同様の農

家集団なのである。

経営継承に関しても、各構成員の世帯における

「あとつぎ」が構成員資格・出資持分・農地を譲

り受けることになる。つまり構成員の家族におけ

る世代交代が基礎にあり、その集積として法人の

世代交代が行われている。構成員の家族から切り

離された法人独自の継承システムといえるものは

存在しないことになる。かかる経営継承システム

は、「非農家型」というよりもむしろ「準農家型」

というべきであろう。

こうした農業法人に外部から新規参入者が加わ

ることは必ずしも容易ではない。農家集団の性格

が閉鎖的で入り込みにくいという事情もあるだろ

うが、ここで強調したいのは経済的な参入障壁で

ある。

北海道の農業法人の収益分配は、平等主義（均

ーの受取所得の実現）の考え方から地代を抑制し

賃金を厚く分配する傾向がみられる。農地の提供

（法人への貸付）は構成員にとって地代の犠牲と

いう意味をもつことになるので、提供する農地は

なるべく同面積になることが望ましい。出資につ

いても同様で、出資配当を行わず、必要に応じて

同額の出資金を横並びで積むのが一般的である

（とくに賞与支給後の出資積み増し）。こうしたこ

とから、法人構成員が当然負うべき負担として、

新規参入者に対しても一定面積の農地提供や他の

メンバーと同額の出資を求める傾向が生じる。新

規参入者にとっては新たに農場を取得するケース

と同様の経済的参入障壁が立ちはだかるのである。

この場合、新規参入者には、住宅確保という別の

経済的負担が加わることも見逃せない点である。

他方では、構成員世帯において後継者が確保で

第 1枇代 第 2世代第 3世代

IS 

(ISの分家） IK 

FT 

OT 

OK 

父 l戸主

戸主

父 l戸主

IY : 戸主

~ 従業員

妻

妻

役員（網掛け）

． 
FE : 妻． ;... 社貝． ．．  ................ , 

図 2 D農場の構成員

きなければ、準農家型の経営継承システムは維持

することができない。個別の農家であれば離農す

ることになるが、法人を簡単に解散するわけには

いかない。法人経営を維持するには、構成員の家

族以外から新規参入者を受け入れる必要が生じる。

しかしそれを実現するには、従来の農家集団とし

-26-



表 1 D牒場の役員報酬（戸主）・給与・借地料 代水準も標準小作料を下回ってい
(+円）

る。つまり典型的な農家集団の分
1990年 1997年

配方法がみられるが、 IYとFEのよ

うに賃金の受け取りがない構成員

がかかる収益分配を長期にわたっ

て容認できるかは疑問である。構

成員の異質化がすすむと、賃金分

配重視の収益分配を変えざるをえ

なくなるだろう。

父 戸主 妻 借地料 計 戸主 妻 子 借地料 計

没 IS 3、409 1,852 (1579ha) 485 5,746 5,822 2,516 1,818 (l 5.96ha) 490 10,646 

貝 JK 3,377 *I,138 (9 70ha) 291 4,806 5,611 2,507 (970ha) 291 8,409 

FT 3,478 •1,110 (20.54ha) 616 5,204 5,601 2,504 (20 37ha) 611 8,716 

OT 卓 3,221 (23 19ha) 696 7,344 5,635 (23 19ha) 696 6,331 

--------------------------------------------------------------------------------------

非 OK 1,995 (I4.99ha) 450 2,445 2,015 (14 99ha) 450 2,465 

戌 IY 11.§1 (11 24ha) 337 3,624 (11 24ha) 337 337 

目 FE 卓 (14.47ha) 434 2,300 (14.47ha) 434 434 

TZ 竿 2,643 

注 1) 戸主の役貝報酬額は退職金代わりの終身生命保険科が控除されている。

注2) 下線は現在退既、＊は当時準戟員の扱いであり、 1991年度から一般従業員扱い

さて、設立時の構成員は9戸だっ

たが、新規参入 1戸、分家独立 l

戸、脱退4戸という出入りがあり、

現在の 7戸にいたった。脱退者の

所有農地は農場が買い入れている。
注 3)TZは非社員の従業貝

ての体質の転換が求められる。その体質転換が果

たされるならば、農業法人は農家集団から企業へ

と変質し、非農家型継承システムが構築されると

いう見通しを描くことができる。ただし、そのよ

うな農業法人の体質転換は容易に達成されるわけ

ではない。

2)後継者不在による準農家型継承システムの

くずれ

農業法人の経営継承をめぐる問題状況を北海道

東部にある D農場を例にみてみよう。 D農場は

1964年設立の酪農経営である。構成員は 7戸、

10人で、うち 4戸の 2代目戸主が役員である

（図 2)。残り 3戸は、営林署職員の 2代目戸主が

親の持分を相続し、その妻が農場従業員として従

事 (OK)、農場の定年退職者 (IY)、戸主の死去

によって妻が持分を相続したが、その妻も定年で

退職 (FE) といった事情を抱えており、 2代目

となるべき後継者がいない。

表 1に収益分配を示したが、役員 4人に対し一

律600万円の報酬を支給する等、平等主義的な賃

金体系をとっている。また、出資配当は無く、地

出資金については、脱退者の持分

を残った構成員が額面で買い取るとともに、世帯

単位で同額になるよう調整してきた（表2)。

D農場では 1990年にミルキングパーラーを導

入し、フリーストール牛舎を建設した。この規模

拡大投資に対応するために増資をはかったが、そ

の際に出資の横並びが多少くずれている（各戸

2,236~2,661 千円の範囲）。そして同年以降は、

出資金の増資ではなく、賞与引き落しによる出資

準備金の積み立てが行われるようになったため

（表 3)、各世帯の積立額は 4戸の役員世帯平均

1,546千円と 3戸の非役員世帯平均 523千円の間

で差が生じている。また役員のうち l戸も、妻が

従事者ではないので積立額が少ない。構成員世帯

の同質性が次第に崩れる中で、出資金・出資準備

金の積み増しに対して平等主義的な対応がとれな

い状況がみられる。

第3世代についてみると、 1戸のあとつぎが既

に就農し、別の 1戸では子供2人が就農意向をも

つ。しかし他の役員2戸は後継者確保の見通しが

立っておらず、 D農場では新たな新規参入者を受

け入れる必要があるとみている。従来は 7ha以上

の農地の提供を法人への加入条件とし、同額•横
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表2 構成員毎にみた出資金と出；灯準備金 (D農場）
（千円）

3. 豊原生産組合における非農家

型経営継承注6)
'64 '71 '72 '76 '77 '78 '80 '85 '87 '90 -現在 出資準備金

役 IS 15 240 350 665 790 1,200 800 1,375 1,915 2,661 1,675 

員 IK 1,200 1,375 1,915 2,547 1,605 

FT 15 240 350 665 790 1,200 1,200 1,375 1,915 2,547 1,713 

OT 15 240 350 665 790 1,200 1,200 1,375 1,915 2,657 1,189 

--------------------------------------------------------------------------------

では、「農家集団」型という性

格を脱して非農家型の経営継承を

実現している例は無いのだろうか。

ここで注目すべき事例として、上

川町の農事組合法人・豊原生産組

合をあげたい。

非 OK 15 240 350 665 790 1,200 1,200 l,375 1,915 

役 IY 15 240 350 665 790 1,200 1,200 l,375 1,915 

員 FE 15 240 350 665 790 1,200 1,200 1,375 1,9[5 

離 F 15 

農 y 15 240 

゜
15 240 

T 240 350 665 790 1,200 1,200 

表3 D農場における出身金および出脊準備金の年次推移

2,254 607 

2,410 646 

2,236 316 

豊原生産組合は 1965年設立さ

れた酪農経営を営む法人で、約

280 haの草地をもち、成牛349頭、

育成牛205頭を飼養、 1998年度の

'88'89'90'9 l'92'93'94'95'96 
出荷乳量は 2,970トンである。構

成員は 8人、そのほか従業員 2人、

日本人研修生2人、中国人研修生

出資金（千月） 13,405 13,405 17,312 17,312 17,312 17,312 17,312 17,312 17,312 

出資準備金（千月） 2,944 3,095 1,210 3,560 4,141 5,781 6,393 7,062 7,751 (以後変化なし）

2人という労働力構成

表4 豊原生産組合の構成員の概要 (2000年 lO月現在） である。
資格 年齢 勤続 前職 出身地 霊： 妻の職業

出（千賀円金） 年数
者

A 構構構成員員 （前組合長） 53 24 酪市民農生実協習職生調員
北北北北海海H悔海道道直迫 ・・.幌足ct.延寄1il11l•町町" 1 X 豊--原ヒゞ((独独・I¥゚ー）） ト 423,,,0512020 0 0 B 46 23 

゜C 贔 37 14 ホ道テルの 理員 X 
コン ニハ:゚ートD 

構構構成員 ・監事事事合
41 II 水配管上 X 1,775 

E 成員組長 43 8 
たタIクヽ゚ーシマ一ー9介運力職転職農員手 ゜

老;; 人ホーム駿員 1,015 
F 成員・理 44 6 

北閤' ・足寄 •r X 1,235 
G 構構成員・理 33 5 

薬大学品院メ生ー→酪一 実員習
X 420 

H 成員 28 2 • 札幌市 X ー独身） 100 

I 職員 29 4 

k 研職研修修員生生 38 I 
30 2 

L 38 0.5 

新会酪肉規社牛農学員牧法湯卒人実従習桑生貝
北愛北島根知海海道県県誼 ・中札内村 ゜X X • 小樽市 X 

無豊戟職原（ ,,,._） , 
ー独身
無

豊原生産組合の最大

の特徴は、構成員全員

が新規参入者という点

にある（表 4)。当組

合は数々のユニークな

取り組みをしているが、

その 1つとして構成員
資科泉谷[2]p.385、表 4に柳村の調査結果を加えて作成した。

並びの出資対応を追求してきたが、新規参入者の

受け入れのためには少なくとも農地提供の条件に

ついては緩和せざるをえない。

これによって構成員世帯の異質化が進むことに

なるが、それにともなってD農場が農家集団から

企業へとスムーズに脱皮していくということには

ならないだろう。法人の農家集団的体質を払拭す

るためには、法人経営のあり方を大幅に改変しな

ければならない場面が生じるであろう。

に対する住宅資金の提

供があげられる。新規参入者が抱える困難の 1つ

に住宅確保があげられるが、当組合では構成員の

定着化等を目的に、牛舎周辺に住宅を建設するこ

とを条件に 1件500万円限度として資金提供をし

ている。構成員のうち 2人は当制度の開始前に住

宅を建設したが、残り 6人のうち 4人がこの制度

を利用している。

豊原生産組合の利用農地はすべて法人所有地で

ある。構成員は新規参入者ゆえに農地を所有して

おらず、法人への農地提供や地代収入もない。出

資金は表に示したように 100千円から 4,120千円
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の差がある。ただし、出資金に対しては年 6%の

配当が行われている。無配当で出資の「負担」を

義務づけているわけではないので、あえて出資金

を同一金額にそろえる理由はない。当組合では、

毎月 1口1000円の出資金積立を行っている。構

成員が経営者意識をもつようにとの狙いとともに、

退職金制度がないので退職時に払い戻す「預り金」

制度を設けたのである。

賃金については農協の給与表を用いて年功序列

型の給与体系を採用している。「基本給十賞与 5

ヶ月分＋出資配当」を 12で除した金額が毎月支

給されている。一般には、戸主を役員とし、同額

の役員報酬を支給するケースが多いことを考慮す

ると、注目すべき対応である。

ようするに平等主義的な分配方法をとっていな

いのだが、世帯を単位とする考え方をとらない点

でも豊原生産組合は特徴的である。その端的な現

れとして、構成員の妻の職業は夫の組合所属によっ

て何ら制約されておらず、専業主婦であったり、

組合とは関係のない職業についている。独身の構

成員もいる。

当組合では希望者はすべて受け入れる方針であ

り、 1年間の研修期間の後、職員として採用され

たり、構成員の資格も得ることもできる。農家と

いう社会関係とは全く切り離されているので農家

集団という性格をもつわけではなく、経営継承に

ついても準農家型といった特徴は見出せない。

1998年度の役員平均年収は約 570万円である。

他の農業法人に比べて高水準とはいえないが、地

代収入を含めずに相当額の所得を実現している点

が注目される。ようするに、新規参入者を構成員

とする法人経営が現実に成立し、そこでの経営継

承は非農家型というべき特徴を備えているのであ

る。

さて、問題となるのはこの法人の成立過程であ

る。当組合は 1965年に40戸の農家が構成員とな

り、酪農のみの部門共同経営の農場として設立さ

れた。構成員農家の多くは稲作を営み、従業員約

15名のうち構成員は 3名程度にとどまっていた。

農地は戦前開拓地を再開発したもので、名義は構

成員が有していたが、土地購入• 草地造成に要す

る贅用は法人が負担していた。農場経営は農協か

らの出向職員が担当しており、名目的には「農家

集団」型法人だったが、実質的には農協によって

管理された法人であった。 1974年に構成員農家

から法人へ農地の名義変更が行なわれたが、過去

の経緯が考慮され贈与あるいは売買とはみなされ

なかったという。これを契機に農協が経営再建に

踏み出し、名目的な構成員の脱退（出資金を返還）

と新たな人材の採用・構成員化を進めた結果、

1993年には当初の構成員が全員いなくなった。

注1)農林水産省の「日本型畜産経営継承システム」

でも「長期貸付方式」「経営委託方式」が経営継

承の手法例として示されている。また、新規参

入の小資本経営に関する支援についてはアメリ

カでも関心がもたれている (Dodson[ 1 ])。

注2)世帯員以外への経営継承を実現するために家族

経営の法人化を行うというアイデアはしばしば

聞かれるが、それを実行したケースは稀である。

ただし実際例はある。柳村[6] pp.102~107 を

参照されたい。

注3)新規参入の「創業」としての側面を強調する議

論として江川[2 ]がある。

注4)夫婦家族においては、会社経営でない限り一世

代で完結し、世代毎に経営が新たに創設されて

いるとみることができる。その意味では、欧米

におけるシェア・クロップ、パートナーシップ、

ガエク等による親子間の経営継承は、我が国で

はむしろ新規参入のケースと類似する点が多い

といえる。

注5)以下についての詳しい分析は柳村[7] を参照

されたい。

注6)豊原生産組合については泉谷[3 Jを参照のこ

と。
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N. むすび ステムをいかに移植 (transplant)するかという発

想をもつべきであろう。この「移植」の意味は外

協業経営法人のなかには、企業的な事業展開を 部からの政策的導入であり、地域農業の戦略的課

とげ、構成員外からの積極的な人材登用をはかっ 題として非農家型経営継承システムの移植を位置

ている場合がある注 I)。しかし農業法人は 1960年 づける必要がある。

代以降に設立されているので、現在の構成員はま 注1)迫田[4 Jを参照。

だl代目が多く、設立年次が古い法人でも 2代目

である。構成員や役員構成、収益分配において、 引用文献

なお農家集団としての性格を残しているのが実態

である。そして法人の世代交代においても、構成

員の家族関係をベースとしたいわば準農家型経営

継承システムが作動している。

だが、こうした準農家型経営継承システムは、

必ずしも今後長期にわたって維持されるという見

通しではない。農業法人の事業展開という積極的

な理由、あるいは構成員の「あとつぎ」の穴埋め

という消極的理由のいずれにかかわらず、法人経

営は構成員「農家」の家族関係から切り離された

人材確保の方法をとらざるをえなくなるだろう。

農業法人が農家集団からの変質をとげるなかで、

非農家型経営継承システムが実現すると考えられ

る。

豊原生産組合の事例はまさに非農家型経営継承

システムの現実性を体現している。だが、ここで

注意すべきは、豊原生産組合は農家集団からの転

換によって非農家型経営継承システムを実現した

とはいえないことである。その意味で豊原生産組

合は例外的な事例として扱わなければならない。

ただし、豊原生産組合が農協管理型の法人とし

て設立されたことは重要な意味を含んでいる。そ

れは非農家型の経営継承システムは、農家集団か

らの転換によって実現するというよりも、設立時

の法人の性格（豊原生産組合の場合は農協管理の

法人）によって規定されると考えられるからであ

る。非農家型経営継承システムの構築については、

既存の農家集団型法人からの転換 (transform) と

いう道筋を念頭におきつつも、新たな経営継承シ
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